
     【機密性２】  

 

令和６年９月３０日 

 

一般社団法人全国建設業協会 御中 

 

国土交通省総合政策局情報政策課 

建設経済統計調査室 

 

 

建設工事受注動態統計調査に係る回答方法について 

 

 貴協会におかれましては、日頃より、国土交通行政に対して格別の御理解と御協力を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

 ７月にも文書を送付させていただきましたが、「建設工事受注動態統計調査」の令和５年度の

調査で、回答事業者１社が、受注があった月のみ報告すべきところ、同じ工事の受注額を完成月

までほぼ毎月報告を行っていたことが判明いたしました。 

国土交通省としては、改善策として、調査対象事業者から正確な方法に基づき回答をしていた

だけるよう、調査票の記入方法について、下記の点をよりわかりやすく記載した統計調査ガイド

を作成し、７月に送付いたしましたが、今般、別添のとおり、記入の手引き及び調査票を作成

し、事業者に郵送いたします。 

 ご多忙の折、誠に恐縮ではございますが、別添電子ファイルのとおり、記入の手引き及び調査

票を送付いたしますので、貴協会におかれましても、会員の皆様に送付していただけますようお

願い申し上げます。 

 

 

 

 

【記入上の注意点】 

・調査票には、当月の受注実績のみを記入してください。 
 

・過去に受注した工事は記入しないでください。 
 

 

 

連絡先                            

国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室 小林、武田 

電話：03-5253-8344（直通）、内線 28-641、28-642 

E-mail：kobayashi-k24e@mlit.go.jp、takeda-m9510@mlit.go.jp 
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（○△県土木事務所発注）
○×林道舗装工事

（□×町役場発注）
△△漁港倉庫解体工事

（○×市交通局発注）
市営地下鉄駅改良工事

（○△県発注）
県道○△線橋りょう工事 （JV）

（○○市発注）
市立△△小学校解体工事

○△百貨店発注□×通り店 新設工事　（JV）

□□不動産発注　△×マンション新築工事

JA○○発注 野菜倉庫内ベルトコンベア設置工事

（財） 下水道公社発注　下水道管補修工事

低圧ガス導管布設工事

学校法人 私立○○学園校舎 解体工事

（法務省発注）
△○刑務所　増築工事 （JV）

（△×市発注）○×下水道
汚水管布設に伴う舗装復旧工事

（国土交通省発注）
職員宿舎建設工事 （減額変更）

（NEXCO東日本発注）
△×高速道路SA休憩施設改良
　　　　　　　　　　 改良工事（JV）

（成田国際空港㈱発注）
滑走路増設に伴う土地造成
埋立工事 （JV）























































建 設 工 事 統 計 調 査

国土交通省

令和　 年　 月分

建設工事受注動態統計調査票甲（共通）秘

様式第１号（第８条関係）

※この欄は、記入しないでください。

［取扱注意］

Ⅰ. 企業等の概要（受注高がない場合でも記入してください。）

Ⅱ. 受注高（貴社で請け負った元請・下請工事の受注高を別々に記入してください。）

記入は黒鉛筆
又はシャープペンで

この調査票は、機械で読み取りますので、
汚したり、折ったり、丸めたりしないでください。

（単位：百万円）

（連絡先）

１.　記入の際は、別にお配りした「記入の手引き」を参照してく
　　 ださい。
２.　記入には、必ず黒鉛筆又はシャープペンを使用し、書き間違
　　 えた場合は、消しゴムできれいに消してください。
３.　調査票は機械で読み取りますので、下記の標準字体を手本に
　　 記入してください。

①消費税込みの金額を十万円単位で四捨五入し、百万円単位で記入してください。減額変更などで受注高がマイナスになった場合は、頭数字の左隣枠に
｢－｣を付してください。②元請工事の受注高は公共機関・民間等の発注者別で記入し、共同請負工事(以下｢JV工事｣という。)は持分額を計上してください。

基 幹 統 計 調 査
建 設 工 事 統 計 提 出 期 日

標準字体

年 月 日令和

この調査は、統計法に基づき政府が
実施する基幹統計調査です。秘密の
保護には万全を期していますので、
ありのままを記入してください。

［記入上の注意］

Ⅱ.　受注高は、国内で施工されるすべての建設工事
Ⅲ.　公共機関からの受注工事は、
　　１件５００万円以上のすべての元請工事
Ⅳ.　民間等からの受注工事は、
　　以下の範囲のすべての元請工事
　　土木工事及び機械装置等工事は、１件５００万円以上
　　建築工事・建築設備工事は、１件５億円以上

Ⅲ.　－ 第1面 － Ⅳ.　

公共機関から受注した元請工事のうち、
１件５００万円以上の工事を

すべて第２面のⅢ．に記入してください。

民間等から受注した元請工事のうち、

１件５００万円以上の土木工事及び機械装置等工事

１件５億円以上の建築工事・建築設備工事、

をすべて第２面のⅣ．に記入してください。

第２面へ

調査対象工事は、

統計法に基づく国の
統計調査です。調査票
情報の秘密の保護に
万全を期します。

都道府県番号

事業所番号

作成者氏名

１．

所属課名

電話番号

内線

許可 1
（大臣）

2
（知事）

※ ※

※ ※

企 業 名

２．
（都道府県名は

　省略できます。）

〒　　　　　－

（該当する番号を

　記入してください。）

１ 個人 ２　会社・会社以外の法人

千億 百億 十億 億 千万 百万

千 億百 億十 億 億 千 万百 万千 億百億十億 億 千万百万千億百億十億 億 千万百万

回答「２」の場合

会社・会社以外の法人
のみ記入してください。（支社・支店等の場合も

　記入してください。）

所 在 地

３． 国土交通大臣（　　　－　　　）許可番号

４．経営組織

５．資本金・出資金

土 木 工 事

元 請 工 事 の 受 注 高 下請工事の受注高

公 共 機 関 民 間 等

建築工事・建築設備工事

機械装置等工事

工事種類

発注者区分

第 号

知事（　　　－　　　）第 号

受注した月のみ受注実績を記入してください。
過去の受注（契約）については、記入しないでください。 

takeda-m9510
テキストボックス





Ⅲ. 公共機関からの受注工事（請負契約額が１件５００万円以上の元請工事についてすべて記入してください。）

Ⅳ. 民間等からの受注工事（土木工事及び機械装置等工事は、１件５００万円以上の元請工事について、
　　　　　　　　　　建築工事・建築設備工事は、１件５億円以上の元請工事についてすべて記入してください。）

－ 第２面 －

①「記入の手引き」を参考に、「2.施工都道府県番号」「3.発注機関」「4.目的別工事分類」「5.工事区分」「6.工事種類」「7.受注形式」欄は該当する番号を、それ以外は文字、数字を記入してください。
②請負契約額及び持分額は、消費税込みの金額を十万円単位で四捨五入し、百万円単位で記入してください。
③変更契約も含めて、請負契約額が１件±500万円以上の工事が対象となります。減額変更の場合は、頭数字の左隣枠に「－」を付してください。
④ＪＶ工事の場合は、「8.請負契約額」欄は代表者のみ、「9. JV工事の場合の貴社の持分額」欄は代表者、代表者以外の構成員ともに記入してください。

①「記入の手引き」を参考に、「2. 施工都道府県番号」「3. 発注者番号」「4.工事種類」「5.工事区分」欄は該当する番号を、それ以外は文字、数字を記入してください。
②請負契約額は、消費税込みの金額を十万円単位で四捨五入し、百万円単位で記入してください。変更契約も対象となり、 減額変更の場合は、頭数字の左隣枠に「－」を付してください。
③ＪＶ工事の場合は、その代表者のみ記入してください。その場合、「6. 請負契約額」欄はＪＶ工事全体の請負契約額を記入してください。

ＪＶ工事の場合、 「8. 請負契約額」欄は、  代表者のみ記入
「9.ＪＶ工事の場合の貴社の持分額」欄は、  代表者、 構成員ともに記入

１． ２． ３． ５．６．

工 事 名

８． ９． 10．請 負 契 約 額
完成予定年月

ＪＶ工事の場合
の貴社の持分額ＪＶ工事の場合は全体の請負契約額

（単位：百万円） （単位：百万円）令 和

工事の内容が判断されるように記入してください。

１．

工 事 名

工事の内容が判断されるように記入してください 。

府
県
番
号

施
工
都
道

工
事
分
類

目
的
別

発
注
機
関

工
事
区
分

７．
受
注
形
式

工
事
種
類

４．

２． ３． ５．６． ７．請 負 契 約 額
完成予定年月ＪＶ工事の場合は全体の請負契約額

（単位：百万円）令 和

府
県
番
号

施
工
都
道

工
事
種
類

発
注
者
番
号

工
事
区
分

４．

千億百億十億 億 千万百万千億百億十億 億 年 月千万百万

千億 百億 十億 億 年 月千万 百万

ご協力ありがとうございました

F.K.20.01.31　PJ0071AS



事 務 連 絡 

令和 6年 7月 9日 

各都府県建設業協会 

専務理事・事務局長 殿 

一般社団法人 全国建設業協会 

専 務 理 事  山 崎 篤 男 

〔 公 印 省 略 〕 

 

建設工事受注動態統計調査に係る回答方法について（周知依頼） 

 

平素は本会の活動に対しまして格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、令和6年4月19日付全建事発第012号「建設工事受注動態統計調査（令和6年度

調査）への協力依頼について（周知依頼）」にてご協力をお願いいたしました標記調

査につきまして、この度、国土交通省より、調査対象となった方から正確な回答をし

ていただけるよう、調査票への記入上の注意点がわかりやすく記載された資料を作成

し、対象者に郵送する旨の通知がありました。 

また、注意喚起の文言が記載された調査票は、資料とは別に、後日、送付されると

のことです。 
つきましては、ご多忙の折、誠に恐縮ですが、本件につきまして、貴会会員企業の

皆さまに周知賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 
 

以上 
【添付資料】 
別紙１ 国交省通知文 

別紙２ 建設工事受注動態統計調査ガイド（国土交通省作成） 

参考  建設工事受注動態統計調査（令和 6 年度調査）への協力依頼について 

（周知依頼）（令和 6年 4月 19日付全建事発第 012号） 

 

（担当）事業部 三浦 

TEL 03-3551-9396 

FAX 03-3555-3218 

ﾒｰﾙ jigyo@zenken-net.or.jp 


